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キャンパスFM研究部会の紹介
直近の活動、本日のテーマ

第１章



1-1：キャンパスFM研究部会の紹介

ー 2 －

大学は進学者減少期を迎え

厳しい時代に入っています。

学生に選ばれる魅力を持ち続けるには、

経営資源の過半を占める施設を

経営にとって最適な構成･状態･運用に

することが重要であり、それがFMです。

大学の教職員全ての方の参画を

お待ちしています。

［JFMA トップページ］

［調査研究(研究部会)］

［各研究部会の紹介］



1-1：キャンパスFM研究部会の紹介

ー 3 －

［キャンパスFM研究部会(SCM06)］



1-2：大学経営に影響を与える４つの要因

ー 4 －

ここ数年の研究から、今後の大学経営には、「財務上の積立額不足｣、｢施設構成の融通性向上」、
｢大学進学者数の減少｣、｢地球環境保全｣の４つの要因が影響を与えることがわかりました。

保有する全施設の
永続的保持ができない！

大学進学者数減少
→大学定員が2割余剰

大学設置基準改定、
特例制度活用で
・単位互換の拡大
・オンラインの 〃
・面積基準の緩和

…等々により、

施設を含むリソースの
スリム化が可能であり、
学修者本位の学びの
強化にシフトできる。

各大学が用意すべき
リソース基準に緩和策

‘30年度にCO2を
46%削減する目標



1-3：従来の施設整備からの脱却

ー 5 －

事業の成長に応じてファシリティの

中心課題も進め方も変わります

（図内の言葉は民間企業のイメージ）

【従来】
機能やスペースの要求を聞き
整備・拡張を進める
（＋それまでの施設も維持する）

【今後】
経営トップと連携して
施設利用の効率化や
スリム化を働きかける



1-4．本日のテーマ

ー 6 －

１）スリム化の対象諸室を拡げ、実践方法を掘り下げる

２）学生の“主体的な学びの場”､学生を惹きつける”居場所”

３）18歳人口減のトレンドとキャンパス対応の方向性



スリム化の対象諸室を拡げ
実践方法を掘り下げる

第２章



2-1．大学設置基準の改正

ー 8 －

１）校地

学生の休息のみの例示→教員と学生、学生同士の交流の場としての役割も明確化

２）運動場・体育館・スポーツ施設、講堂、寄宿舎、課外活動施設その他厚生補導施設

「原則として」又は「なるべく」備える → 必要に応じ設ける

３）校舎等施設(第36条)

学長室、学生自習室、学生控室の個別義務付けが削除され、「その他必要な施設」に統合

→ 組織及び規模に応じ、教育研究に支障のないよう、教室、研究室、図書館、医務室、事務室その他

必要な施設を備えた校舎を有するものとする

→ 研究室は、基幹教員及び専ら当該大学の教育研究に従事する教員に対しては必ず備えるものとする

４）図書及び図書館(第38条)

紙の書籍のみを想定した施設に係る規定は削除

→ 図書、学術雑誌、電磁的方法により提供される学術情報その他の教育研究上必要な

資料を、図書館を中心に系統的に整備し、学生・教員・事務職員等へ提供するものとする

→ 必要な専門的職員その他の専属の教員又は事務職員等を置く



2A-1．研究室（教員室）は20㎡必要？

ー 9 －

https://urban-plan.com/works/u-tokyo.html

https://www.nagaoka-id.ac.jp/about/facility/campus-map/

http://www.ce.fukui-nct.ac.jp/student_life.html

https://www.waseda.jp/fedu/edu/news/2020/10/02/10860/https://www.wasedaalumni.jp/know/gakuho_202002_article.html

https://www.sci.osaka-u.ac.jp/ja/info/7172/



ー 10 －

2A-2．昨年示した『ゼミエリアをオープン化した事例』



ー 11 －

2A-3．調査結果によれば20㎡の1/4に満たないサイズもある

出典：文部科学省平成18年度
「今後の「大学像」の在り方に
関する調査研究：校地・校舎」

P.106

平成18年度文科省委託

調査研究によれば、

専任教員に限定した

一人当り専用研究面積

には大きな幅がある
こともわかっている。



ー 12 －

2A-４．教員研究室には❝面積基準❞が無いことを明らかにした裁判

梅光学院大学 ホームページより https://www.baiko.ac.jp/university/

『新校舎になって個人研究室が廃止され､決まった
部屋や席がない｢フリーアドレス｣の職場になったこ
とで研究活動に支障が出ている』として､梅光学院
大学(山口県下関市)の専任教員や元専任教員9人が大学
側を相手取り､約1200万円の損害賠償を求めた訴訟
の判決で､山口地裁下関支部の榎本康浩裁判長は18
日､訴えを棄却した。原告側は控訴を検討している。

判決は｢教員と大学の雇用契約では､研究室を利用
させることが大学の付随義務になっている｣と指摘
した上で､研究室の面積､利用形態､設備について具
体的な定めや基準はなく､大学側がどのような研究
室を設置し､割り当てるかは｢相当に広い裁量を有し
ている｣とし､｢原告らの権利や利益を侵害したとは
いえない｣と結論づけた。

｢教員専用室〇〇㎡｣の概念を壊したフリーアドレス研究室

https://www.asahi.com/topics/word/%E9%9B%87%E7%94%A8%E5%A5%91%E7%B4%84.html


ー 13 －

2B-1．実験室の現況確認、棚卸しの重要性

長期利用されている実験室は半ば倉庫化していることも‥



ー 14 －

2B-2．キャンパスFM初期に文科省が纏めた事例集より

・先ずは使用状況を確認すること→それによって削減できる所がわかる
・共同化は意思 ：  学長､学部長､学部教授会が率先リードすることが重要

H15年(2003年)｢知の拠点｣の成果事例集より



ー 15 －

2B-4．実験室の共同化はトップダウンでの意思決定

実験エリアもオープン志向を反映し、部署や会社の枠を超えて研究者が
出会う機会を増やし、知の共有が推進できる環境を実現している。

異なる部門の研究員が機器を共用する機能別実験室

2015年5月、サントリーグループは3カ所に分散していた基礎研究・技術開発機能を集結した
研究開発拠点「サントリー ワールド リサーチセンター」を開設

交流も生まれやすい執務エリア(フリーアドレス)

出典：（株）ダルトン ケーススタディ https://www.dalton.co.jp/casestudy/laboratory/case/swr/

・民間の研究所であるが、企業の意思として『実験室共有化』が図られている事例



ー 16 －

2B-4．実験室共同化のメリット

京都大学iPS細胞研究所では、

３～5階のフロアレイアウトを

壁や間仕切りを極力排除した

オープン･ラボ形式としている。

４～５階には螺旋階段の吹抜け

スペースもあり、専門を超えた

研究者同士の交流を促進している。



2C-1．教室サイズ：大人数授業から少人数への変化

ー 17 －

https://www.cshe.nagoya-u.ac.jp/publications/journal/no6/02.pdf

例）名古屋大学 全学教育科目のクラス規模の変化

1998年度

2004年度

・200名前後の大人数授業は激減し
その半数程度の規模が倍増。

・10～20名台の授業が最頻値へ。

受講者数・授業数の分布に
相似する教室構成への変更
が求められる！

出典： 名古屋高等教育研究 第６号（2006）
「クラス規模は授業にどのような影響を与えるのか」
中井俊樹（名古屋大学高等教育研究センター）



2C-2．講義室の規模･数量の見直し（熊本大学での研究）

ー 18 －

熊本大学 工学部建築学科
位寄・大西研究室 平成15年～

【現状の時間割を実施できる最小の教室構成を求める方法】



2C-3．必要な講義室数を求める手法（熊本大学での研究を踏襲）

ー 19 －

① 原データ（教室席数基準、一般講義室のみ）（降順にソート済み）

校舎名称 教室名称 教室番号 収容定員 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

2号館 大講義室 －－ 300 1

2号館 中講義室 －－ 180 1 1 1

3号館 講義室-1 －－ 180

1号館 講義室-1 －－ 162 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1号館 講義室-2 －－ 162 1 1 1 1 1

3号館 講義室-4 －－ 90 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3号館 講義室-5 －－ 90 1 1 1 1 1 1

3号館 講義室-8 －－ 90 1 1

1号館 講義室-4 －－ 81 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3号館 講義室-6 －－ 60 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3号館 講義室-7 －－ 60 1 1 1

3号館 講義室-2 －－ 54 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3号館 講義室-3 －－ 54 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

月 火 水 木 金

② 定員別 同時進行 講義頻度表

教室数 収容定員 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

1 300 1

2 180 1 1 1

2 162 1 2 2 2 1 1 1 1 1 2 2 1 1

3 90 1 2 1 1 2 2 2 2 3 1

1 81 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 60 1 1 1 1 2 2 1 1 1 2 1

2 54 2 2 1 1 2 2 1 2 2 1 2 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 1

5 5 5 5 4 6 6 5 5 2 4 6 7 4 3 3 4 8 3 2 3 3 3 1 0教室の総使用数

月 火 水 木 金

【一般教室13室、102科目/週、教室稼働率31.4％‥の事例】



2C-3．必要な講義室数を求める手法（熊本大学での研究を踏襲）

ー 20 －

③ 定員上 同時進行 講義頻度表

構成← 総教室数参考：定員別 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

300人教室以上 1 300人×1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

180人教室以上 3 180人×2 0 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

162人教室以上 5 162人×2 0 1 1 2 1 3 3 0 0 0 0 1 1 0 1 1 1 0 2 2 1 1 0 0 0

90人教室以上 8 90人×3 1 1 3 3 1 3 4 2 2 0 0 1 3 2 1 1 1 3 2 2 2 1 0 0 0

81人教室以上 9 81人×1 2 2 4 4 1 4 5 3 3 1 1 2 3 3 1 2 1 4 2 2 2 1 0 0 0

60人教室以上 11 60人×2 3 3 4 4 2 4 5 3 3 1 2 4 5 3 2 3 2 6 2 2 2 1 1 0 0

54人教室以上 13 54人×2 5 5 5 5 4 6 6 5 5 2 4 6 7 4 3 3 4 8 3 2 3 3 3 1 0

月 火 水 木 金

② 定員別 同時進行 講義頻度表

教室数 収容定員 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

1 300 1

2 180 1 1 1

2 162 1 2 2 2 1 1 1 1 1 2 2 1 1

3 90 1 2 1 1 2 2 2 2 3 1

1 81 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 60 1 1 1 1 2 2 1 1 1 2 1

2 54 2 2 1 1 2 2 1 2 2 1 2 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 1

5 5 5 5 4 6 6 5 5 2 4 6 7 4 3 3 4 8 3 2 3 3 3 1 0教室の総使用数

月 火 水 木 金

④ 各定員上 講義数の同時利用室数と頻度 ⑤

構成← 総教室数参考：定員別 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

300人教室以上 1 300人×1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

180人教室以上 3 180人×2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

162人教室以上 5 162人×2 10 3 2 0 0 0 0 0 0 0 2 2

90人教室以上 8 90人×3 8 6 5 1 0 0 0 0 0 0 1 3

81人教室以上 9 81人×1 6 7 4 4 1 0 0 0 0 0 1 1

60人教室以上 11 60人×2 3 7 6 4 2 1 0 0 0 0 1 2

54人教室以上 13 54人×2 1 2 6 4 6 3 1 1 0 0 2 2

定員別　必要教室数と現有室数

③の定員上同時進行講義頻度で　1､2､3､……となる回数
定員別教室

必要

室数

現有

室数
現在(受講者基準)の状況 利用変更の可能性

定員300 ←週に1回のみの利用 →180名もここで利用

定員180 ←週に1室利用が4回 →2室とも用途変更可能

定員162 ←週に2室利用が数回 →定員90名2室もここを利用

定員90 ←週に3室利用が1回のみ →2室は用途変更可能

定員81 ←1室であり、稼働率良好 →このまま利用

定員60 ←2室利用は週に3回のみ →1室は用途変更可能

定員54 ←2室利用の頻度も高い →このまま利用



2C-4．時間割を見直して稼働率を高め､講義室を減らす

ー 21 －

ここだけを見て「教室数が限界!」と言っていませんか？

講義室 稼働率

第１限 第２限 第３限 第４限 第５限

３８％ ８４％ ９６％ ７２％ ４８％

例えば；

今は、教員が講義したい日時の希望を叶えている。
→ 「講義できない時限を避ける」ための調査にして時間割を作りかえる

→ 少ない教室数、適正な教室面積に変更できれば、総面積削減や

学生のための場に造り変える方策が可能になる。

今は、時限ごとに科目の割付け数に大きな差が：

前ページの「講義室数最小化」の検討は、時間割が決まってからの検討：

→時間割そのものを合理化できれば、 教室も更に少なく出来るのでは？



ー 22 －

2C-5．大学向け時間割自動生成も商用化へ

Ｔ社：量子コンピュータで時間割を自動生成 F社：従来の生成方式に熊大手法を組込み

F社（FMコンサル会社）は従来方式で解を生成するが、

評価対象解を生成した時に熊大方式の最小講義室計算

を行うプロセスを組込み、教室数最小化案を探索しや

すくしている。

［入力データの一部］

［出力形式の一部］



学生の “主体的な学びの場“
学生を惹きつける “居場所“

第３章



3-1．2010年代に入り「学びを深める」ことが重要項目へ

ー 24 －

■文部科学省： 国立大学改革プラン（H25.11.26）

｢日本再興戦略｣(H25年6月)､

｢教育振興基本計画｣(H25年6月)､

｢これからの大学教育等の在り方について｣

(第3次提言)(H25年5月) などを

踏まえた国立大学改革の方針や方策、

実施方針をとりまとめたもの

国立大学改革プラン：

“学修時間を増やし､学びを深める“
ことが重視されるようになった



3-2．千葉大図書館(アカデミックリンク)：１

ー 25 －

学生の誰もが使える場として図書館に増設 千葉大図書館(アカデミックリンク)の例 2012年

既存図書館(写真内の右寄り)の前面に
アカデミック･リンク(棟)が増設された

出典：写真‥佐藤総合計画、右の図‥千葉大学

初期に注目された“自発的な学びの場”づくり



3-2．千葉大図書館(アカデミックリンク)：２

ー 26 －

３階：コミュニケーションスペース１階(別角度)「教員が研究の楽しさを語る」

貸し出しPCのセットアップ作業 学習支援デスク（大学院生、職員ほか）

４階：左はカウンター席、右はグループ討議室

４階：グループ学習室、研究個室

千葉大図書館(アカデミックリンク)の内部



ー 27 －

3-3．自発的な学びを支えるアシスタント、スタッフ

・アカデミック
･インストラクター

・学習支援コーディネータ

・学習支援アシスタント

・ラーニングアシスタント

・情報探索アシスタント

・留学コーディネータ

・留学アシスタント

・ITサポートスタッフ

・プリント
ステーションスタッフ

・受付カウンター

教員 ３名

教員 1名

学部生 数名

大学院生 １４名

図書館から １名

国際センター職員1名

留学経験者 数名

ITサポートオフィスから
専門家・学生数名

業務委託2名（Kinko’s)
←著作権の専門家機能

業務委託4名

（2014年当時に実施されたセミナーでの説明）

同志社大学ラーニング･コモンズの例：



3-4．ラーニング･コモンズ、アクティブ･ラーニング

ー 28 －

・図書館等での“主体的な学びの場”
… 全学生が共通して使えることから ラーニング・コモンズと一般に称する

・能動的な授業(討議や発表を含む授業)を“アクティブ・ラーニング”と称し、様々な教室で実施可能
ではあるが、アクティブ・ラーニングを主目的に設えた部屋は“アクティブ・ラーニング教室” と呼ぶ

東京大学
駒場アクティブラーニングスタジオ

立命館大学
大阪茨木キャンパス
100人以上で実施できるアクティブラーニング教室



3-5．学生の“居場所”：１

ー 29 －

明治大学でも学長は 「自らの学びは図書館で！」
……との意図であったが……

和泉キャンパス(京王線明大前駅)は狭隘で
ショップも集う場所もとれないため、
居場所を求め新宿まで行く学生も！

新図書館の建物内に喫茶室や
「寝ても大丈夫そう」な場所も準備

明治大学 和泉キャンパス図書館 2013年

『学生の居場所』についても
意識が向けられ始めた！



3-5．学生の“居場所”：２

ー 30 －

授業の空き時間に
『下山させない！』

2014年

図書館の改修、キャンパスコンシェルジェ
の話は ここでは 割愛します

明治学院大学横浜キャンパスでは、空き時間に戸塚駅まで下山するロスを
無くせるように、キャンパス内の複数個所に“居場所”機能を整備
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3-6．既存建物の改修でも実現可能
大阪大学： 各キャンパス図書館でラーニングコモンズ改修を実施し、

豊中キャンパスではスチューデントコモンズ改修も実施

文京学院大学：
利用度の下がった
掲示スペースを
学生の学びの場、
“居場所”に改造



3-7．学びのプロセスや心理を配慮した様々な場造り：１
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Ａ：学びのプロセス(ステージ)に合わせて必要な場は変わる。それぞれの位置関係に配慮が必要。

様々な“場所”に様々な設えの“場”を造ることが出来、複数の機能を持つことが出来そうた。→次ページへ

文献調査 グループ討議 発表準備

瞑想で精神を
ジムで肉体を

図書館の隅で
仮眠

移動中に
友人と遭遇

友人の友達
と知り合う

一緒に食事
して仲良しに

健康に！

受講～課題受領 発表～質疑

Ｂ：１つの“場”が休息や退避の場にもなるし、学生同士が知り合う場にもなる。

All pictures are created by COPILOT.



3-7．学びのプロセスや心理を配慮した様々な場造り：２
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On
(授業中)

Off
(授業外)

Close：

Passive:

Close：

教 室
幅広通路・
交差エリア

ゼミ室
研究室

学生用
ラウンジ

ラーニング
コモンズ

図書館内

Active:

Semi-ｃlose：

Semi-ｃlose：

Open：

◎

◎

研究室内
の利用：
教員個室
部分は鍵
で管理

ゼミでの利用
は可能だが、
原則は
学生の利用
が優先

〇

〇
オープン
階段教室

授業
時間外
での
利用は
ある

〇

〇

◎

◎

◎Active:

◎

〇

〇

研究室前の
エリア利用、

フリーアドレス
研究室

◎予約必要

◎静粛エリア

図書館内に
点在していても
用途的には、
ラーニングコモンズ

休憩、談話
自習

同上：
ファミレスブース
やぐら形式等

通路脇や交差
エリアに
セミナースペース
を持つ例あり

討議、作業

同左＋；

・飲料､パン
 類の自販機
・電子レンジ
・キッチン
カウンター
等､あり得る

◎

◎

◎

同左＋；

飲食可能の
エリアは限定
されている
場合が多い

◎

◎

◎

一部、ソファ席等

それぞれの“場所”は設え方で様々な“場”(機能)を形成できる。

場 所
設 え
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3-7．学びのプロセスや心理を配慮した様々な場造り：３

前ページの一部事例を示す

千葉大学アカデミックリンク

桜美林大学新宿キャンパス

梅光学院大学 明治大学 和泉ラーニングスクエア

明治大学 和泉ラーニングスクエア

桜美林大学新宿キャンパス



18歳人口減のトレンドと
キャンパス対応の方向性

第４章
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4-1．2024年2月のFMフォーラムで示した“進学者数減少”

国立社会保障・人口問題研究所の最新の推計値を用いると、
2040年の進学者数推計値は更に低下することがわかっている。

県別の進学者数や定員充足率も推計されており、主要都市圏
においても2割弱の定員が余剰となる。

出典：日経新聞2023年7月14日

2023年7月の中教審大学分科会で「大学入学者等の将来推計」が示され、新聞紙面でも問題視された。

入学定員1000人超の大学134校が全定員の2/3を占めている。
経営難の大学は、現状は小規模大学に集中しているが、2割の

定員余剰はほぼ全ての大学に影響を与える可能性がある。

出典：「学校法人の現状について」文部科学省 2021年3月17日

私立大学593校の定員構成大学進学者数：60万人→49万人に減少
‥‥ 現状の大学定員の2割が余剰に
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4-2．進学者数減少の加速化

62.7万人

59.0万人

46.0万人

2021年

2035年

2040年
（前回49万人と推計）

「2040年には49万人」としていた推計をR7年2月の中教審大学分科会では「46万人」に変更

淘汰される私大が大量
発生し、地方での高等
教育へのアクセスを確保
できなくなる心配。

→｢定員の一律削減｣も
将来には起り得る？



ー 38 －

4-3．エリア別18歳人口予測

南関東(※)､九州･沖縄は暫く現状維持だが、他エリアは着実に減少
（※：東京、神奈川、千葉、埼玉）

出典： リクルート進学総研
 マーケットリポート2024
 Vol.130 2025年2月号
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4-3．首都圏での立地関連規制の変化

高度成長期、大学の拡大は郊外に誘導され、解除後に都心回帰、再度の規制へ

‘59年 首都圏：工場等制限法
‘64年 近畿圏： 〃
｜
’78年 「大学等の地域的適正配置の推進」

（国土庁：←第三次全国総合開発 定住圏構想）

｜
’02年 工場等制限法の廃止
｜
｜
‘18年 23区内収容定員抑制：10年間

｜
‘23年 同デジタル系定員増容認：7年間

多摩地区、埼玉、神奈川‥等に新キャンパス

阪南、京阪名、滋賀、奈良‥ 〃

キャンパスの都心回帰や都心進出が続出
‥‥郊外に留まる大学が立地上不利に‥

全国に大学の新設

前出の通り、理工農系の学部・学科申請へ

2028年解除に向けた動きも活発化
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【参考】’05～‘15年の都心回帰事例

↓2010～15年の移転

2005～10年の移転→
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4-4．進学先検討時の重視項目

進学ブランド力調査 進学先検討時の重視項目 （大学進学希望者／複数回答）
リクルート
カレッジマネジメント

https://souken.shingakunet.com/publication/college_m/2025_RCM246/2025_RCM246_044.pdf

｢交通の便が良い｣､｢綺麗なキャンパス｣は重要項目
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4-5．今後の検討の方向性

広域首都圏の私立大学：

郊外キャンパスを持つ大学（特に文系、最寄り駅から遠い場合)は

都心回帰・都心進出で競争力の回復・向上を図るべき。

各スペースをスリム化させ、併せて場の魅力づくりを進めるべき。

地方の私立大学：

定員削減に対応して教職員もスペースもスリム化し、地域で活躍

できる人材を育てる視点から組み替えるべきだが、一朝一夕には

いかない。新しい価値創造を図るために積極的にコンセプトを見直

すことで、守るべきコア、そぎ落とす贅肉も明らかになると思われる。

（ブランド大学は上に準じる）

← ＊＊＊ 第2章､第3章で述べた事が役立つ ＊＊＊
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